年金相談室通信　第２号　　　２００７年８月９日
全日本年金者組合中央本部年金相談室

２月に５,０００万件問題が公表されて以来、大勢の人達が「自分の年金記録は大丈夫か」と社会保険事務所に何度も足を運んでいます。

世論調査では、年金問題が常に国民の最大関心事となっていました。政府はこの問題で二転三転・右往左往し、安倍首相は、「１人の被害者も出さない」と明言しましたが、参議院議員選挙で自民党は大敗しました。「１億人すべての人にただちに年金記録を送れ」「当面１０年で年金を支給せよ」「全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ」の声は、ますます大きくなっています。

第三者委員会への審査の申出の手続きは

大勢の人たちが、自分の年金記録に疑問を持ちながら、踏み出せないでいるようです。第三者委員会は、直接は受け付けません。社会保険事務所を通して、審査を申し出ることになっています。

申込みの手順の概略は次のようになります。

1 まず社会保険事務所に年金記録の確認の調査を依頼します。

2 その回答を受け取った後、第三者委員会へ申し込みます（社会保険事務所が第三者委員会への申し込みの窓口になっています）。

3 社会保険事務所は、第三者委員会への申込みがあった場合、最寄りの第三者委員会事務室に直ちに送付します。

4 以上の手続きの後、第三者委員会での審議・結論・本人への通知となります。

第三者委員会の判断の基準はかなり微妙であり、今後に問題を残す可能性を含んでいます。

初めて社会保険事務所へ行くとき持参するもの

①　年金手帳（あれば厚生年金被保険者証・基礎年金番号通知書も）、受給者の場合は年金証書。

②　職歴を書いたメモ、国民年金については加入当時の住所のメモ。

本人が行けない場合は、委任状と委任された人の本人確認のための身分証明書（運転免許証、健康保険証など）。

その他、電話による相談、インターネットによる相談もあります。社会保険事務所は、８月中は、原則７時まで受付、土・日も開庁しています。

第三者委員会は出来たばかりですが、受給権確保のため積極的に利用していくことが必要です。年金相談室では、具体的にお手伝いをいたしますのでご相談ください。

年金相談日は、　毎週　火曜日・木曜日　午前１１時から午後４時までです。

　　　　　　　　　　　　中央本部　℡　０３－５９７８－２７５１　　　　

年金相談室通信　についてのご意見・ご要望をお待ちしております。

